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NPO法人・市民活動団体実態調査報告書の概要 

 

 

1. 目的 地域の課題等に取り組む市民活動の支援、市民活動の活性化を目指すための

基礎資料として活用し、協働のまちづくりの推進に役立てるため。 

 

2. 実施概要 

2-1期間 令和 4年 6月 6日（月）～令和 4年 6月 30日（木） 

2-2実施方法 Eメール、郵送 

2-3対象 西東京市市民協働推進センターゆめこらぼ登録団体、西東京市に主たる活動

拠点（事務所等）を置く NPO法人（239団体） 

2-4回答団体数および回答率 86団体 36％ 

2-5報告書のみかた 

・本文や図表中の選択肢表記号等は、語句を短縮・簡略化している場合がある。 

・自由記述や「その他」の回答は、一部を四捨五入しているため、合計が 100％になら

ない場合がある。 

・2つ以上回答することができる質問（複数回答）については、％の合計は 100％を超

えることがある。 
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＜調査結果＞ 

 

1. この調査をなにで知りましたか？ ※１つだけマークしてください。 

 

 

 

「ゆめこらぼからのメール」が73件（87％）、「チラシ等」が4件（5％）、「その他」が 

7件（8％）であった。「その他」としては「郵便物」、「運営委員会」、「知人から」であっ

た。 

 

  

回答団体数＝84 
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2. 団体の活動年数 ※１つだけマークしてください。 

 

 

 

 

「10年以上」が52件（62％）と最も多く、次いで「５～10年」が17件（20％）、「1～3

年」が8件（10％）であった。 

 

※ 令和元年度の調査でも、10年以上の活動年数が最も多かった。 

  

回答団体数＝84 



- 4 - 

3. 団体の構成人数 ※１つだけマークしてください。 

 

 

 

 

「10人未満」が27件（32％）と最も多く、次いで「11～20人」が17件（20％）、「31

～50人」が15件（18％）であった。 

 

※ 令和元年度の調査でも、10人未満が最も多かった。 

 

 

  

回答団体数＝84 



- 5 - 

4. 団体の活動において、団体から給料等を貰っている構成員はいますか？ 

 ※１つだけマークしてください。 

 

 

 

 

「はい」が19件（23％）、「いいえ」が65件（77％）であった。 

 

※ 令和元年度の調査では、「はい」が20件（18％）、「いいえ」が90件（82％）であ

り、大きな変化は見られない。 

 

  

回答団体数＝84 
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5. 団体の活動内容について、該当するものを選んでください。（複数回答可） 

 

 

 

 

回答団体数のうち「まちづくりの推進」が33件（39％）と最も多く、次いで「子どもの健全

育成」および「保健、医療または福祉の増進」が、それぞれ32件（38％）であった。 

 

※ 令和元年度の調査でも「まちづくりの推進」が最も多かった。 

 

  

回答団体数＝84 

（件） 
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6. 団体の法人格の取得の有無について、該当するものを選んでください。 

 

 

 

 

「法人格のない任意団体」が49件（58％）、「特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）」が 

28件（33％）であった。 

 

※ 令和元年度の調査では、「法人格のない任意団体」が70件（65％）、「特定非営利活動法

人（ＮＰＯ法人）」が32件（30％）であり、大きな変化は見られない。 

 

  

回答団体数＝85 
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7. 団体の構成員のおおよその平均年齢を選んでください。 

 

 

 

 

「60代」が22件（26％）、「50代」が20件（24％）、「40代」が19件（23％）であ

った。また、「80代以上」はなかった。 

 

※ 令和元年度の調査では、本設問なし。 

 

  

回答団体数＝84 
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8. 団体のメンバーは男性が多いか、女性が多いかわかる範囲でお答えください。 

 

 

 

 

「男性が多い」が16件（19％）、「女性が多い」が49件（58％）、「半々」が 

17件（20％）であった。 

 

※ 令和元年度の調査では、本設問なし。 

 

  

回答団体数＝85 
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9. 団体の財政規模（昨年度の決算額） 

 

 

 

 

「10万円未満」が37件（46％）、次いで「101万円～300万円」が11件（14％）、 

「10万円～50万円」が10件（12％）であった。 

 

※ 令和元年度の調査でも「10万円未満」が最も多かった。また、「5001万円～1億円」

「1億円越え」はなかった。 

 

  

回答団体数＝81 
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10. 団体の主な収入源 

 

 

 

 

「会費」が36件（43％）と最も多く、次いで「独自の事業財源」および「行政からの補助

金・委託金」がそれぞれ11件（13％）であった。また、「その他」は「管理費」「介護保険

料」「不用品の販売」「収入なし」などであった。 

 

※ 令和元年度の調査でも、「会費」が最も多かった。 

 

  

回答団体数＝84 
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11. 団体が活用している主な広報媒体（複数回答可） 

 

 
 

 

回答団体数のうち「団体のホームページ」が48件（57％）、「チラシ」が44件（52％）、

「ＳＮＳ」が41件（49％）であった。 

 

※ 令和元年度の調査でも、「団体のホームページ」が最も多かった。 

 

  

回答団体数＝84 

（件） 
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12. 団体が事業を実施する際の主な活動施設 

 

 

 

 

「団体の事業所・事務所」が21件（24％）、「公民館」が16件（19％）であった。「その

他」としては、「児童館」「アスタ市民ホール」「多摩六都科学館」「野外（公演、石神井川

流域）」などがあった。また、「オンライン（Zoom他）」が8件（9％）あり、コロナ禍で、

新しい活動の場になっている。 

 

※令和元年度の調査では、「その他」が最も多かったため、今回設問を分けて聞いている。 

 

  

（件） 

回答団体数＝86 
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13. 団体の活動頻度（打ち合わせを含む） 

 

 

 

 

「月に1回程度」が27件（32％）、「週5日以上」が18件（21％）、「週1～2日」が

16件（19％）であった。 

 

※ 令和元年度の調査でも、「月に1回程度」が最も多かった。 

 

  

回答団体数＝85 
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14. 団体の運営上の課題はありますか？（複数回答可） 

 

 

 

 

回答団体数のうち「人材が不足している」が44件（51％）、「団体の構成員が高齢化してい

る」が37件（43％）、「広報が不十分」が30件（35％）であった。「その他」としては、

「コロナ禍の影響」があがる一方で、「特になし」との回答もあった。 

 

※ 令和元年度の調査でも、「人材が不足している」が最も多かった。 

 

  

（件） 

回答団体数＝86 
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14-2. 団体の運営上の課題 ― 団体構成員の平均年齢（年代）別 

 

 

(カッコ内は回答数) 

 

団体の運営上の課題と団体構成員の平均年齢（年代）別にみると「人材が不足している」は、

20代以外どの年代ともあげている。「広報が不十分」も同様。 

「団体の構成員が高齢化している」は、平均年齢70代・60代の団体のほとんど、および50

代・40代の一部があげている。30代・20代はあげていない。 

なお、20代については、1団体が「活動資金が確保できない」のみ選択していた。 

 

 

  

回答団体数＝84 
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15. 団体の活動をする上で、他団体との連携が必要だと感じることはありますか？ 

 

 

 

 

「はい」が69件（81％）、「いいえ」が16件（19％）であった。 

 

※ 令和元年度の調査では、「はい」が84件（79％）、「いいえ」が23件（21％）で 

あり、大きな変化は見られない。 

 

  

回答団体数＝85 
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16. 団体活動するうえで、他の団体との連携について該当するものを選択してください。 

（複数回答可） 

 

 

 

 

「行政と連携したい」が50件（58％）、「ＮＰＯ等の市民活動団体」が47件（55％）と多

かった。「その他」には、「警察との連携」「障害福祉の相談事業所と地域包括支援センタ

ー」「医療機関との連携」「介護保険事業所、居宅支援事業所等」「不定期でも野外活動がで

きる団体または個人」などがあった。 

 

※ 令和元年度の調査でも、「行政と連携したい」が最も多かった。 

 

  

（件） 

回答団体数＝86 
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17. 「連携したい」と回答された方、連携先とどんなことをしたいですか 

回答（一部） 

➢ IT関連の支援、イベントや活動での技術的アドバイス 

➢ セミナーや無料相談会の実施 

➢ ボランティアとしての活動、例えば市内での植樹等の事業とか 

➢ まちづくりシンポジウムなど 

➢ 企業の社会貢献と当団体の事業をリンクさせたい 

➢ 花いっぱい運動の推進および協働 

➢ 各事業、イベントでコラボレーションを行いたい 

➢ 活動のネットワーク化 

➢ 活動の場所の提供 

➢ 環境保全部門 

➢ 企業の社会貢献と当団体の事業をリンクさせたい 

➢ 石神井川の清掃活動 

➢ 啓発推進活動 

 

 

「地域交流」、「地域防災」、「平和イベント」、「セミナー開催時の講師派遣や費用の支

援」、「企業の社会貢献と団体の事業をリンクさせたい」など、さまざまな意見があがった。 

 

※ 令和元年度の調査では、設問なし。 

 

  



- 20 - 

18. 現在のゆめこらぼの利用状況について、該当するものを選択してください。 

 

 

 

 

「利用している」が55件（64％）、「利用していない」が31件（36％）であった。 

 

※ 令和元度の調査では、「利用している」が69件（63％）、「利用していない」が40件

（37％）であり、大きな変化は見られない。 

 

  

回答団体数＝86 
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19. 「利用している」と回答した方にお伺いします。 

ゆめこらぼの利用頻度について、該当するものを選択してください。 

 

 

 

 

「利用している」と回答した団体の中で利用頻度は、「数か月に１回程度」が31件

（56％）、「月に１回程度」が20件（37％）、「２週間に１回程度」が4件（7％）であっ

た。 

 

※ 令和元年度の調査では、「数か月に１回程度」が36件（53％）、「月に１回程度」が24

件（35％）、「２週間に１回程度」が7件（10％）で大きな変化は見られない。 

 

  

回答団体数＝55 
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20. 「利用している」と回答した方にお伺いします。 

ゆめこらぼの主な利用目的は何ですか？（複数回答可） 

 

 

 

 

「利用している」と回答した団体の主な利用目的は、「団体の広報・ＰＲ活動」が40件

（73％）、「メールボックス・機材等の利用」が37件（67％）と多かった。 

 

 

 

  

（件） 

回答団体数＝55 
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21. 「利用していない」と回答した方にお伺いします。 

ゆめこらぼを利用しない理由について、該当するものを選択してください。（複数回答

可） 

 

 

 

 

「利用していない」と回答した団体で利用しない理由は、「利用したいサービスがない」が 

12件（38％）、「サービス内容が分からない」が10件（31％）、「活動拠点から遠い」が

7件（22％）であった。 

 

※ 令和元年度の調査では、「活動拠点から遠い」が13件（27％）「サービス内容が分からな

い」が12件（24％）、「利用したいサービスがない」が10件（20％）であり、順位は

入れ替わっているが、大きな変化は見られない。 

 

  

（件） 

回答団体数＝32 
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22. 今後、ゆめこらぼに求めることは何ですか？該当するものを選択してください。（複数回

答可） 

 

 

 

 

回答団体数のうち「広報・ＰＲの活動支援」が59件（69％）、「他団体とのネットワークづ

くり」が44件（51％）、「行政とのネットワークづくり」が37件（43％）、「補助金・助

成金等の情報提供」が33件（38％）であった。 

 

 

  

（件） 

回答団体数＝86 
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23. 新型コロナウイルスによって、具体的にどんな影響がありましたか？（複数回答可） 

 

 

 

 

回答団体数のうち「活動場所が使えなかった」が42件（49％）、「活動できなかった」が42

件（49％）で多く、続いて「活動や運営のオンライン化が進んだ」が35件（42％）であっ

た。 

 

※ 令和元年度の調査には本設問はなし。 

コロナ禍の影響で思うように活動ができなかった一方で、オンラインの利用が進んだことが

うかがえる。 

 

 

 

 

 

以 上 

（件） 

回答回答数＝86 


